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2023年５月15日 

各 位 

会 社 名 株式会社アクセスグループ・ホールディングス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 木 村 勇 也  

（コード番号：7042 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 常務取締役 財務企画部長 保 谷 尚 寛 

TEL. 03-5413-3001 

 

 

第三者割当により発行される第１回乃至第３回新株予約権の発行及び新株予約権に関する 

買取契約（ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」）の締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023 年５月 15 日開催の取締役会において、下記のとおり、第三者割当による第１回乃至第３回新

株予約権（以下、個別に「第１回新株予約権」、「第２回新株予約権」及び「第３回新株予約権」といい、総称

して「本新株予約権」といいます。）の発行及び新株予約権の買取契約（ターゲット・イシュー・プログラム

※ 以下、「本買取契約」といいます。）を割当予定先との間で締結することを決議しましたので、その概要に

つきお知らせいたします（以下、本新株予約権の発行及び本買取契約の締結を総称して「本第三者割当」とい

い、本新株予約権の発行及びその行使による資金調達を「本資金調達」又は「本スキーム」といいます。）。 

 

I. 本資金調達について 

１．募集の概要 

＜新株予約権発行の概要＞ 

（１） 割当日 2023年５月31日 

（２） 新株予約権の総数 

2,000個（新株予約権１個につき普通株式100株） 

 第１回 800個 

 第２回 600個 

 第３回 600個 

（３） 発行価額 
総額 2,148,200 円（第１回新株予約権１個あたり 1,294 円、第２回新株

予約権１個あたり852円、第３回新株予約権１個当たり1,003円） 

（４） 
当該発行による 

潜在株式数 

普通株式200,000株 

第１回新株予約権：80,000株 

第２回新株予約権：60,000株 

第３回新株予約権：60,000株 

（５） 資金調達の額 243,848,200円（注） 

（６） 行使価額 

当初行使価額 

第１回新株予約権：1,100円 

第２回新株予約権：1,200円 

第３回新株予約権：1,400円 

 

行使価額の修正 

① 第１回新株予約権 

当社は、2023年12月１日以下、「第１回リセット日」といいます。）
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及び2024年６月４日（以下、「第２回リセット日」といいます。）に

おいて、当社取締役会の決議により行使価額の修正を行うことがで

きます（以下、かかる取締役会決議がなされた日を「修正決議日」

といいます。）。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社

は直ちにその旨を本新株予約権を有する者（以下、「本新株予約権

者」といいます。）に通知するものとし、当該通知が行われた日の

１取引日（株式会社東京証券取引所（以下、「取引所」といいま

す。）において売買立会が行われる日をいいます。以下同じ。）後の

日に、第１回新株予約権の行使価額は、修正決議日の直前取引日の

取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含

む。）の 90%に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた額（但

し、当該金額が、下限行使価額を下回る場合、下限行使価額としま

す。）に修正されます。なお、金融商品取引法第166条第２項に定め

る当社の業務等に関する重要事実であって同条第４項に従って公表

されていないものが存在する場合には、当社はかかる決議を行うこ

とができません。 

② 第２回新株予約権 

第２回新株予約権の行使価額は、第２回リセット日において、第２

回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取

引の終値（気配表示を含む。）の 90%に相当する金額の１円未満の端

数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額を下回る場

合、下限行使価額とします。）に修正されます。 

③ 第３回新株予約権 

第３回新株予約権の行使価額は、第１回リセット日において、第１

回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取

引の終値（気配表示を含む。）の 90%に相当する金額の１円未満の端

数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額を下回る場

合、下限行使価額します。）に修正されます。 

下限行使は当初 502 円としますが、本新株予約権の発行要項の定める行

使価額の調整の規定を準用して調整されます。 

（７） 募集又は割当て方法 第三者割当の方法による。 

（８） 割当予定先 
ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社 EVO FUND（以下、「EVO 

FUND」又は「割当予定先」という。） 

（９） 権利行使期間 2023年６月１日～2025年６月２日 

（10） その他 

当社は、EVO FUNDとの間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を

条件として、本買取契約を締結する予定です。  

本新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認を要します。 

（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額を差し引いた金額です。なお、本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定された場合の

金額であり、行使価額が修正又は調整された場合には、調達資金の額は増加又は減少する可能性があります。

また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合に

は、調達資金の額は減少します。 

 

※ターゲット・イシュー・プログラム（TIP） 

この手法は、当社が新株式の発行に際して希望する目標株価（ターゲット価格）を３パターン定め、これを

行使価額として設定した新株予約権です（下表の通り）。これは、将来の株価上昇を見越し、３パターンの行
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使価額によって、段階的に新株式を発行（ターゲット・イシュー）できることを期待して設定したものです。  

行使価額は原則としてターゲット価格に固定されますが、本新株予約権の発行から一定期間が経過しても当社

株価がターゲット価格を下回る状況においても本新株予約権が行使される可能性を高めるため、第１回リセッ

ト日（2023年 12月１日）及び第２回リセット日（2024年６月４日）において、以下の通り本新株予約権の行

使価額が修正されうる仕組みとしました。但し、いずれの場合においても修正後の行使価額が下限行使価額で

ある502円を下回ることはありません。 

① 第１回リセット日（2023年12月１日） 

 第１回新株予約権：当社取締役会が必要と判断し決議した場合には、第１回リセット日の前取引

日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 90％（１円未満の端数切上げ）に修正され

る。 

 第３回新株予約権：自動的に、第１回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の90％（１円未満の端数切上げ）に修正される。 

② 第２回リセット日（2024年６月４日） 

 第１回新株予約権：当社取締役会が必要と判断し決議した場合には、第２回リセット日の直前取

引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 90％（１円未満の端数切上げ）に修正さ

れる。 

 第２回新株予約権：自動的に、第２回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の90％（１円未満の端数切上げ）に修正される。 

 上記の行使価額が修正されうる仕組みにより、当社株価が低迷し本新株予約権の行使が進まないリスクを減

らすことができます。また、当社株価がターゲット価格である当初の行使価額を大きく上回って推移する状況

においては、行使価額が上方修正されることにより、資金調達の額が増加する可能性があります。 

ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」の特徴は、行使価額が修正された後も修正後の価額で行使価額

が固定されること、すなわちいわゆるMoving Strike Price（当社の株価に連動して日々行使価額が変動する

こと）にならないことです。また下記「３．資金調達方法の概要及び選択理由（１）資金調達方法の概要」に

記載の通り、本新株予約権のいずれも行使価額の修正は６カ月間において最大１回であることから、取引所の

定める「有価証券上場規程」第410条第１項及び日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関す

る規則」第２条第２号の定める「MSCB等」には該当しません。 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

発 行 数 800個 600個 600個 

発 行 価 額 の 総 額 1,035,200円 511,200円 601,800円 

発 行 価 額 1,294円 852円 1,003円 

行 使 価 額 1,100円 1,200円 1,400 円 

「行使価額の修正」の項目 有 有 有 

行 使 請 求 期 間 ２年間 ２年間 ２年間 

 

２．募集の目的及び理由 

 当社グループは、「人や社会をベストな未来へ導くために、心の通うメディアとコミュニケーションの場を

創造」することをグループ経営理念としており、その使命を全うするため、プロモーション支援事業、採用支

援事業、教育機関支援事業を事業セグメントとして特化し、広告広報を含めた総合支援案件の受注を推進して

います。 

 

プロモーション支援事業を取り巻く市場においては、日本国内の 2022 年総広告費が過去最高の７兆 1,021 億

円（前年比 104.４％）となるなど、堅調に推移しています（株式会社電通「日本の広告費 2022」）。当社のプ

ロモーション支援事業においても、官公庁・自治体からの受託案件のほか、リアル型プロモーション手法が復

調、キャンペーンを中心とした事務局代行も引き合いが継続しています。当社は、従前のプロモーション全般

の提案に加えて事務局機能を強化し、受託業務の拡大を推進しています。 
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採用支援事業においては、主に新卒の就活マーケットを中心に事業展開しており、新卒採用支援サービス市場

規模は1,285億円（2022年予測、矢野経済研究所「新卒採用市場の現状と展望2022年版」）となっており、新

型コロナウイルス感染症拡大前の水準になりました。今後、労働人口の減少による採用活動の活性化が見込ま

れるだけでなく、売り手市場による採用活動の複雑化や工数増が課題となっていることから、当事業も新卒学

生向けの人材紹介と採用業務代行の受託にも注力しています。 

 

教育機関支援事業では、日本国内の高等教育機関への進学率が過去最高の 83.8％（文部科学省報道発表「学

校基本調査/令和３年度（確報）」）となっていますが、日本国内の少子化の進行、入学金、検定料収入等の減

少による財政悪化などが課題となっています。当事業では、「教育機関を総合支援する」と再定義し、学生募

集だけでなく同窓会活性化やスポーツ振興を通じた寄付金活性化の提案、学内業務代行、資格・検定機関など

へフィールドを拡大させています。 

 

また、教育機関支援事業では、日本国内にある日本語学校の日本語学校生に向け、日本の高等教育機関への進

学支援を行っています。今後は、採用支援事業でも外国人大学生の就労支援を加速させてまいります。2023

年３月 17 日に行われた政府の「教育未来創造会議」において、2033 年までの目標として「外国人留学生受け

入れ40万人」、及び留学後の日本国内就労を積極的に推進する方針が示されました。当社グループは、この方

針による積極的な外国人留学生の受け入れが推進されることから、マーケットはさらに拡大するものと捉えて

います。 

 

このような経営環境の中、当社グループでは、「既存事業の成長」はもとより「業務代行・事務局機能の効率

化と拡大」と「外国人留学生分野の再強化」に重点を置いた経営方針を定めています。当社グループの成長に

おいては、迅速かつ機動的に資本を投下するための資金が必要と考えており、本新株予約権の発行による資金

調達を行うに至りました。 

 

具体的には、「新卒・進学両分野におけるメディアリニューアル・新サービスの展開」及び「日本語学校生、

高度外国人材、及び外国人大学生に向けた新サービスの開発」など、新規サービス開発関連に 86,500 千円、

業務代行機能の拡大や DX を含めた効率化、新規サービス参入に寄与する企業の M&A を想定した待機資金

50,000 千円を事業推進にあたっての資金使途といたします。また、当社グループの財務面の強化を目的とし

て、本調達額のうち107,348千円は、金融機関との当座貸越契約による借入金の返済に充当し、経営基盤の強

化を図ってまいります。 

 

なお、当社グループは、時価総額を含めた企業価値の向上を重要な経営課題と位置付けています。①着実な利

益の確保、②M&A を含めた新たな事業分野への投資の検討と実行、③効果的な IR の実施の３点を方針として

取り組んでいますが、これらを一層加速させるための検討を重ねてまいりました。 

その結果、当社グループは、本新株予約権の発行によるターゲット株価に合わせた資金調達が、企業価値の向

上と株主をはじめとするステークホルダーの利益に資するものと判断いたしました。 

 

３．資金調達方法の概要及び選択理由 

（１）資金調達方法の概要 

今回の資金調達は、当社が割当予定先に対し本新株予約権を割当て、割当予定先による本新株予約権の行使

に伴って当社の資本が増加する仕組みとなっております。本新株予約権の行使価額は当初固定（第１回新株予

約権は1,100円、第２回新株予約権は1,300円、第３回新株予約権は1,400円）されていますが、当社は第１回

リセット日及び第２回リセット日における当社取締役会の決議（但し、金融商品取引法第166条第２項に定め

る当社の業務等に関する重要事実であって同条第４項に従って公表されていないものが存在する場合には当社

はかかる決議を行うことができません）により第１回新株予約権の行使価額の修正を行うことができます。当

該決議をした場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日の１取

引日後の日に、行使価額は、修正決議日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配
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表示を含みます。）の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価

額を下回る場合、下限行使価額とします。）に修正されます。また、第２回新株予約権の行使価額は、第２回

リセット日において第２回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表

示を含みます。）の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額

を下回る場合、下限行使価額とします。）に、第３回新株予約権の行使価額は、第１回リセット日において第

１回リセット日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含みます。）の

90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額を下回る場合、下限

行使価額とします。）に、それぞれ自動的に修正されます。「下限行使価額」は、本新株予約権の発行要項の

定める行使価額の調整の規定を準用して調整されます。 

 

（２）資金調達方法の選択理由 

本スキームには以下の「（３）本スキームの特徴」に記載の［メリット］および［デメリット］があります

が、本スキームは行使価額が原則として現在の当社株価よりも高い水準に固定されており、行使価額が修正さ

れるとしても第１回新株予約権については、最大２回、第２回及び第３回新株予約権については、最大１回に

限られるため、既存株主の利益への影響を抑えながら自己資本を増強することが可能であることから、以下の

「（４）他の資金調達方法」に記載のとおり、他の資金調達手段と比較しても、本スキームによる資金調達方

法が現時点において最適な選択であると判断しております。また、当社の事業計画上喫緊に必要な資金ニーズ

を満たすと同時に、当社の事業環境の進展に伴う株価上昇により、より有利な条件での資金調達を順次実施し

て行くことが可能なことから、これを採用することを決定しました。 

 

（３）本スキームの特徴 

本スキームには、以下のようなメリット及びデメリットがあります。 

［メリット］ 

① 原則固定の行使価額（資金調達目標株価）によるターゲット・イシュー 

株価の上昇局面において効率的かつ有利な資金調達を実現するため、新株予約権を３回のシリーズに分け、

予め将来の株価上昇を見込んで３通りの行使価額を設定しております。第１回新株予約権については当社

が希望しない限り行使価額の修正（最大２回）は行われず、第２回新株予約権及び第３回新株予約権につ

いても本新株予約権の発行から一定期間が経過した予め決められたタイミングにおいて最大１回行使価額

が修正されうるのみであり、そもそも当社の希望どおり株価が上昇した場合には行使価額の修正を待たず

に行使が完了することが期待できます。 

② 最大交付株式数の限定 

本新株予約権の目的である当社普通株式数は200,000株で固定されており、株価動向に係らず、最大交付

株式数が限定されております。 

③ 買入消却条項 

将来的に第２回新株予約権及び第３回新株予約権による資金調達の必要性がなくなった場合、又はそれ以

上の好条件での資金調達方法が確保できた場合等には、当社取締役会が第２回新株予約権及び第３回新株

予約権を取得する日を定めて割当予定先に対し通知することにより、いつでも残存する第２回新株予約権

及び第３回新株予約権を買入消却することが可能です。買入消却額は発行価額と同額であり、キャンセル

料その他の追加的な費用負担は一切発生いたしません。 

④ 行使価額修正条項・選択権 

上記①に記載の通り、本新株予約権の行使価額は原則として固定されていますが、第１回新株予約権につ

いては、当社の判断により、行使価額を修正することが可能です。これによって当初の目標株価であった

行使価額を大幅に上回って株価が上昇した場合に資金調達額を増額でき、又は緊急の若しくは機動的な資

金ニーズに対しても対応することが可能です。 

⑤ 資金調達のスタンバイ（時間軸調整効果） 

新株発行手続には、有価証券届出書の待機期間も含め通常数週間を要します。よって、株価がターゲット

価格に達してから準備を開始しても、数週間の発行準備期間を要し、かつその期間中の株価変動等により、
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機動的かつタイムリーな資金調達機会を逸してしまう可能性があります。これに対し、それぞれのター

ゲット価格を設定した本新株予約権を予め発行しておくことにより、株価上昇後の有利な価格による資金

調達をスタンバイできます。 

⑥ 本買取契約上の本新株予約権の譲渡制限 

本買取契約において、本新株予約権の譲渡に関し当社の取締役会による事前承認を要する旨の譲渡制限が

付される予定です。そのため、当社の事前承認がない限り、割当予定先から第三者へは譲渡されません。 

［デメリット］ 

① 当初に満額の資金調達ができないこと 

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使個数を乗じた金

額の資金調達がなされます。本新株予約権の当初行使価額（ターゲット価格）は当社の希望により、いず

れも現時点の当社株価よりも高く設定されており、当社株価がターゲット価格を超えて初めて行使される

可能性が生じます。 

② 株価低迷時に、資金調達がされない可能性 

株価が長期的に行使価額（第１回新株予約権は当初1,100円、第２回新株予約権は当初1,200円、第３回新

株予約権は当初1,400円）を下回る状況などでは、本新株予約権の行使に伴う資金調達ができない可能性

があります。 

③ 割当予定先が当社株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性 

割当予定先の当社株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が本新株予約権を行

使して取得した株式を市場で売却する可能性があります。現在の当社株式の流動性も鑑みると、割当予定

先による当社株式の売却により当社株価が下落する可能性があります。 

④ 割当予定先が本新株予約権を行使せず、資金調達がなされない可能性 

当社から、割当予定先に対して行使を指図することはできない仕組みであり、割当予定先が行使をせず当

社の期待する本新株予約権の行使に伴う資金調達がなされない可能性もあります。 

⑤ 不特定多数の新投資家へのアクセスの限界 

第三者割当方式という当社と割当先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達を募ると

いう点において限界があります。 

 

（４）他の資金調達方法 

① 新株式発行による増資 

(a) 公募増資 

公募増資による新株発行は、一度に資金調達が可能となるものの、時価総額や株式の流動性によって

調達金額に限界があり、当社の時価総額や株式の流動性を勘案すると必要額の調達が困難であると考え

られます。また、公募増資の場合には検討や準備等にかかる時間も長く、公募増資を実施できるかどう

かもその時点での株価動向や市場全体の動向に大きく左右され、一度実施のタイミングを逃すと決算発

表や四半期報告書及び有価証券報告書の提出期限との関係で最低でも数か月程度は後ろ倒しになること

から柔軟性が低く、資金調達の機動性という観点からは本スキームの方がメリットが大きいと考えてお

ります。また、現時点で公募増資の引受手となる証券会社は存在しません。これらの点を考慮の上、公

募増資は今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。 

(b) 株主割当増資 

株主割当増資では、資力等の問題から割当予定先である株主の応募率が不透明であり、また実務上も

近時において実施された事例が乏しく、当社としてもどの程度の金額の資金の調達が可能なのかの目処

を立てることが非常に困難であります。これらの点を考慮の上、株主割当増資は今回の資金調達方法と

して適当ではないと判断いたしました。 

(c) 新株式の第三者割当増資 

第三者割当増資による新株式発行は、資金調達が一度に可能となるものの、同時に将来の１株あたり

利益の希薄化が即時に生じるため、株価に対して直接的な影響が大きいと考え、今回の資金調達手法と

しては適当でないと判断いたしました。 
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② 新株予約権付社債（MSCB含む。） 

新株予約権付社債は、発行時に払込銀額の全額が払い込まれるため、発行会社にとっては早期に資金

需要を満たすことができる利点がありますが、その代わりに転換がなされない場合、満期が到来する際

には償還する必要があります。また MSCB の場合、一般的には、転換により交付される株数が転換価額に

応じて決定されるという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定せず、転換価

額の下方修正がなされた場合には潜在株式数が増加するため、株価に対する直接的な影響が大きいと考

えられます。 

③ 新株予約権無償割当による増資（ライツ・イシュー） 

株主全員に新株予約権を無償で割り当てることによる増資、いわゆるライツ・イシューには当社が金

融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・イシューと、当社が金融商品取引業

者との元引受契約を締結せず新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライ

ツ・イシューがありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された実績が乏

しく、資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが増大す

ることが予想される点や時価総額や株式の流動性による調達額の限界がある点等、適切な資金調達手段

ではない可能性があることから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。 

④ 借入れ・社債・劣後債による資金調達 

借入れ、社債又は劣後債のみによる資金調達では、調達額が全額負債となるため、財務健全性が低下

することから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。 

 

４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

 払 込 金 額 の 総 額 246,148千円 

 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 2,300千円 

 差 引 手 取 概 算 額 243,848千円 

（注）１．払込金額の総額は、下記を合算した金額であります。 

第１回新株予約権の払込金額の総額  1,035,200円 

第２回新株予約権の払込金額の総額  511,200円 

第３回新株予約権の払込金額の総額  601,800円 

第１回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 88,000,000円 

第２回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 72,000,000円 

第３回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 84,000,000円 

２．発行諸費用の概算額は、調査費用 150 千円、登記費用 750 千円、弁護士費用等 1,400 千円の合計

額です。なお、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

３．本新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は

増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得

した本新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する資金の額は合計約 243,848

千円となる予定であり、調達する資金の具体的な使途については、次の通り予定しています。 

 

＜本新株予約権の発行により調達する資金の具体的な使途＞ 

 具体的な使途 金 額（千円） 支出予定時期 

① 金融機関との当座貸越契約による借入金の返済 2,148 
2023年６月～ 

2026年３月 

 

＜本新株予約権の行使により調達する資金の具体的な使途＞ 
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 具体的な使途 金 額（千円） 支出予定時期 

① 

新卒・進学両分野における自社メディアのリ

ニューアルと日本語学校生、高度外国人材、及

び外国人大学生に向けた新サービスの構築費用 

86,500 
2023年６月～ 

2026年３月  

② Ｍ＆Ａ及び資本・業務提携に係る費用 50,000 
2023年６月～ 

2026年３月  

③ 金融機関との当座貸越契約による借入金の返済 105,200 
2023年６月～ 

2024年３月  

 

本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する資金の差引手取概算額は、

上記「（１）調達する資金の額（差引手取概算額）」に記載の通り243,848千円となる予定です。但し、本新

株予約権の行使による払込みの有無と権利行使の時期は新株予約権者の判断に依存し、また本新株予約権の行

使価額は修正又は調整される可能性があるため、現時点において調達できる資金の額及び時期は確定したもの

ではなく、現時点において想定している調達資金の額及び支出予定時期に差異が発生する可能性があります。

調達資金が不足した場合には、①から順に優先的に充当した上で、自己資金の充当、借入れ等の方法により対

応する予定です。 

調達する資金の使途の詳細は以下のとおりです。 

① 新卒・進学両分野における自社メディアのリニューアルと日本語学校生、高度外国人材、及び外国人大学

生に向けた新サービスの構築費用 

採用支援事業においては、主に新卒の就活マーケットを中心に事業展開しておりますが、現在の事業環

境は、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準に戻り、今後、労働人口の減少による採用活動の活性化が

見込まれるだけでなく、売り手市場による採用活動の複雑化や工数増が課題となっていることから、当事

業も新卒学生向けの人材紹介と採用業務代行の受託に更に注力してまいります。 

また、教育機関支援事業においても、日本国内の少子化の進行、入学金、検定料収入等の減少による

財政悪化などが課題となり、学生募集だけでなく同窓会活性化やスポーツ振興を通じた寄付金活性化の

提案、学内業務代行、資格・検定機関などのフィールドへ事業を拡大させています。また、2023 年３月

17 日に行われた政府の「教育未来創造会議」において、2033 年までの目標として「外国人留学生受け入

れ 40 万人」、及び留学後の日本国内就労を積極的に推進する方針が示され、外国人留学生の日本の高等

教育機関への進学及び就労機会は更に増加するものと想定されます。そのような事業環境の中で、自社

メディアの顧客ユーザビリティーニーズの向上、並びに日本語学校生、高度外国人材、及び外国人大学

生に向けた新規サービスの拡充が必要不可欠と考えており、自社メディアの改修に行使により調達する

資金で53,500千円、自社メディアの新規機能構築に行使により調達する資金で33,000千円の合計86,500

千円の充当を予定しております。 

 

② Ｍ＆Ａ及び資本・業務提携に係る費用 

当社のプロモーション支援事業において、官公庁・自治体からの受託案件やリアル型プロモーション

手法、キャンペーンを中心とした事務局代行への引き合いが継続しており、従前のプロモーションサー

ビスに加えて事務局機能を更に強化し、受託業務の拡大を推進しています。その中で、既存事務局の機

能強化のために、業務代行の機能拡大やＤＸを含めた効率化の促進が必要不可欠と考えております。ま

た、プロモーション支援事業の他に、採用支援事業、教育機関支援事業において、新規サービスへの参

入も積極的に検討して参ります。このような状況下で、当社として、不足する知見、技術、人材の獲得

に向けては、Ｍ＆Ａの活用が有効な手段と考えており、事業環境に応じて積極的に投資を検討してまい

ります。以上の理由から、Ｍ＆Ａ及び資本・業務提携に係る費用として、行使により調達する資金で

50,000千円の充当を予定しております。 

なお、現時点において、具体的に計画されている案件はございませんが、対象先としては、当社グ

ループの事業領域におけるプロフェッショナル人材及び新規サービスのノウハウ、コンテンツを有する
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企業、特に、デジタル及びＩＴ関連企業を考えております。今後案件が決定した際には、適切なタイミ

ングで開示を行ってまいります。 

また、Ｍ＆Ａ及び資本・業務提携先については、当社の企業価値の向上に資するものを慎重に選定・

検討する予定であり、これらのＭ＆Ａ及び資本・業務提携の投資機会が実現しない場合は、事業成長を

代替する観点から、調達資金の一部又は全部を、上記の①及び③に充当する可能性があります。なお、

①、③のいずれの使途に充当するかについては、当社の事業状況に応じて適宜判断いたします。資金使

途の見直しを行い、実際に、調達した資金を上記①及び③に充当することを決定した場合には、決定時

期に応じて、有価証券報告書又は四半期報告書に記載するほか取引所において適時開示を行います。 

 

③  金融機関との当座貸越契約による借入金の返済 

   当社グループは、企業価値の向上を重要な経営課題と位置付けており、金融機関からの借入金の返済に

よる自己資本の増強により財務体質を強化し、コロナ感染症流行前の水準である自己資本比率を 46%まで

回復させることを近々の目標においております。以上の理由から、金融機関からの当座貸越契約による

借入金の一部返済に発行により調達する資金で2,148千円、行使により調達する資金で105,200千円の充

当を予定しております。 

 

以上の施策を目的に、当社は2023年５月15日、本新株予約権の発行を決定いたしました。なお、上記の資

金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金等で保管する予定です。 

 

５．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、今回のファイナンスにより調達した資金を、上記「（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使

途に充当することで、一層の事業拡大、収益の向上、及び財務体質の強化を図ることが可能となり、結果とし

て当社の企業価値向上に寄与するものであると考えており、本第三者割当の資金使途については合理性がある

ものと考えております。 

 

６．発行条件等の合理性 

（１）発行条件が合理的であると判断した根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発行要項に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の評価を第三者算定機関(茄

子評価株式会社、代表者：那須川進一、住所：東京都港区麻布十番一丁目２番７号ラフィネ麻布十番701)に

依頼しました。当社は当該第三者算定機関が第三者割当増資の引受案件において多数の評価実績があり、新株

予約権の発行実務及び価値評価に関する十分な専門知識・経験を有すると認められることから本資金調達の第

三者算定機関に選定いたしました。当該第三者算定機関と当社との間には、重要な利害関係はありません。 

当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定に当たって、ブラック・ショールズ・モデルや

二項モデルといった他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施したうえで、本新株予約権の発行要項及び割

当先との間で締結する予定の本買取契約に定められたその他の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる

価格算定モデルとして、一般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約

権の評価を実施しています。また、当該算定機関は、当社の株価（1,004円）、ボラティリティ(3.63％)、予

定配当利回り(1.20％)、無リスク金利(▲0.05％)について一定の前提を置き、当社の資金調達需要は株価と独

立の事象でその確率は一様に分散的であり、当社は、権利行使の促進並びに権利行使による資金調達の最大化

のため、株価が行使価額を上回る場合であっても下回る場合であっても第１回新株予約権の行使価額修正を行

うものとすること、当社が自ら本新株予約権を取得はしないものとすること、株式の流動性から売却可能株数

を想定すること、株式処分コスト等を権利行使時のキャッシュフローから反映させること、並びに評価基準日

現在の市場環境等を考慮して、他社の公募増資や新株予約権の発行事例に関する検討等を通じて合理的と見積

もられる一定の水準を想定して評価を実施しています。 

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額を参考に、割当予定先との間での協議を経て、

本新株予約権の１個の払込金額を、当該評価額と同額の第１回は1,294円、第２回は852円、第３回は1,003円
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とし、本新株予約権の行使価額は当初、2023年5月12日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値に対

し、第１回は9.56％、第２回は19.52％、第３回は39.44％、それぞれ上回る額としました。 

本新株予約権の発行価額及び行使価額の決定に当たっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可

能性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカ

ルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正

価格であると考えられるところ、払込金額が算定結果である評価額レンジを参考に、当該評価額レンジの下限

を下回らない範囲で、割当予定先との間での協議を経て決定されているため、本新株予約権の発行価額は、い

ずれも有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。 

なお、本日開催の当社取締役会にて監査役３名全員（うち社外監査役２名）が、本新株予約権の発行につい

ては、特に有利な条件での発行に該当せず適法である旨の意見を表明しております。当該意見は、払込金額の

算定にあたり、当社との取引関係のない独立した外部の第三者算定機関である茄子評価株式会社が公正な評価

額に影響を及ぼす可能性のある行使価額、当社株式の株価及びボラティリティ、行使期間等の前提条件を考慮

して、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用い

て公正価値を算定していることから、当該第三者算定機関の評価額は合理的な公正価格と考えられ、払込金額

も当該評価額とほぼ同額であることを判断の基礎としております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権の行使により新たに発行される予定の当社普通株式数は、最大で 200,000（第１回新株予約

権：80,000 株、第２回新株予約権：60,000 株、第３回新株予約権：60,000 株）（議決権ベースで 2,000 個

（第１回新株予約権：800 個、第２回新株予約権：600 個、第３回新株予約権：600 個）であり、2023 年５月

12 日現在の当社発行済株式総数 1,219,800 株及び議決権数 12,128 個を分母とする希薄化率は 16.40％（議決

権ベースの希薄化率は16.49％）に相当します。 

そのため、本第三者割当による新株式及び新株予約権の発行により、当社株式に一定程度の希薄化が生じる

ことになります。 

しかしながら、当社は、本第三者割当により調達した資金を①新卒・進学両分野における自社メディアのリ

ニューアルと日本語学校生、及び高度外国人材・外国人大学生に向けた新サービスの構築費用、②Ｍ＆Ａ及び

資本・業務提携に係る費用、③金融機関との当座貸越契約による借入金の返済に充当する予定であります。そ

して、これによる一層の事業拡大、収益の向上、及び財務体質の強化は、当社の業績向上につながり、当社の

企業価値が向上するものと想定され、中長期的な観点から当社の既存株主の皆様の利益に貢献できるものと考

えております。したがって、本第三者割当による当社株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。 

 

７．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

(a) 名 称 
EVO FUND 

（エボ ファンド） 

(b) 所 在 地 

c/o Intertrust Corporate Services (Cayman) Limited  

One Nexus Way, Camana Bay, Grand Cayman KY１-9005,  

Cayman Islands 

(c) 設 立 根 拠 等 ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社 

(d) 組 成 目 的 投資目的 

(e) 組 成 日 2006年 12月 

(f) 出 資 の 総 額 払込資本金：１米ドル 

(g) 
出 資 者 ・ 出 資 比 率 

・ 出 資 者 の 概 要 

議決権：100％ Evolution Japan Group Holding Inc. 

(Evolution Japan Group Holding Inc.の議決権は間接的に100％マイケル・

ラーチが保有)   

純資産：約78百万米ドル 

払込資本金：１米ドル 

(h) 代 表 者 の 代表取締役 マイケル・ラーチ 



11 
 

役 職 ・ 氏 名 代表取締役 リチャード・チゾム 

(i) 国 内 代 理 人 の 概 要 

名 称 EVOLUTION JAPAN証券株式会社 

所 在 地 東京都千代田区紀尾井町４番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 ショーン・ローソン 

事 業 内 容 金融商品取引業 

資 本 金 ９億9,405万 8,875円 

(j) 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

当社と当該ファンドとの

間 の 関 係 
該当事項はありません。 

当社と当該ファンド代表

者 と の 間 の 関 係 
該当事項はありません。 

当社と国内代理人との間

の 関 係 
該当事項はありません。 

（注）割当予定先の概要の欄は、別途記載のある場合を除き、2023年３月31日現在におけるものです。 

※当社は、割当予定先並びに間接にその 100％を出資しており、かつ役員であるマイケル・ラーチ氏、及び

割当予定先の役員であるリチャード・チゾム氏について、反社会的勢力等と何らかの関係を有していないか

を、過去の新聞記事やWEB等のメディア掲載情報を検索することにより、割当予定先が反社会的勢力でない

旨を確認いたしました。また、割当予定先からは、反社会的勢力との間において一切の関係がない旨の誓約

書の提出を受けております。 

さらに慎重を期すため、企業調査、信用調査を始めとする各種調査を専門とする第三者調査機関である

東京エス・アール・シー(代表取締役 中村 勝彦。東京都目黒区上目黒４丁目 26 番４号)に割当予定先並び

に直接及び間接の持分を合算してその 100％を出資しており、かつ役員であるマイケル・ラーチ氏、及び割

当予定先の役員であるリチャード・チゾム氏について調査を依頼しました。そして、同社の保有するデータ

ベースとの照合等による調査を行った結果、2023 年５月 12 日、割当予定先、その出資者及び役員に関する

反社会的勢力等の関与事実がない旨の報告書を受領いたしました。 

以上から総合的に判断し、当社は、割当予定先、その出資者及び役員については、反社会的勢力との関

係がないものと判断し、反社会的勢力と関わりがないことの確認書を取引所に提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、企業成長をさらに促進するための機動的かつ確実な資金調達方法について、複数検討してまいり

ました。 

当社は、当社の IR 業務支援アドバイザーである株式会社インベストメントブリッジ（代表者：保阪 薫、

住所：東京都新宿区神楽坂二丁目13番 末よしビル本館4階）から2023年３月下旬にEVOLUTION JAPAN証券

株式会社(東京都千代田区紀尾井町４番１号 代表取締役 ショーン・ローソン。以下、「EJS」といいま

す。)を紹介され、EJS から本スキームについて最初の提案を受けました。当該提案を当社内にて協議・検討

した結果、本資金調達が、株価に対する一時的な影響を抑制しつつその資金を確実に調達する必要性を満た

すとともに、既存株主への過度な影響を及ぼさず、当社の事業及び事業環境の進展に伴う株価の上昇に伴い

徐々に資金調達ができる点において、当社のファイナンスニーズに最も合致していると判断し、前述のメ

リット・デメリットを勘案の上、割当予定先と協議した結果、本新株予約権の発行による資金調達方法が最

良の選択肢であるとの結論に至りました。 

割当予定先は、上場株式への投資を目的として2006年12月に設立されたファンド（ケイマン諸島法に基

づく免税有限責任会社）であります。これまでの投資実績として、第三者割当の手法を用いて、割り当て

られた新株予約権の全てを行使し、発行会社の資金調達に寄与した案件が複数あります。割当予定先は、

マイケル・ラーチ以外の出資者はおらず、割当予定先の運用資金は取引先であるプライム・ブローカーか

らの短期的な借入れを除き、全額自己資金であります。 

割当予定先の関連会社である EJS が、関連企業の買受けの斡旋業の一環として今回の資金調達のアレン

ジャー業務を担当しました。EJS は英国領ヴァージン諸島に所在するタイガー・イン・エンタープライズ・
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リミテッド（Craigmuir Chambers, PO Box 71, Road Town, Tortola VG1110, British Virgin Islands 代

表取締役 マイケル・ラーチ、リチャード・チゾム）の100％子会社であります。 

（注）本新株予約権に係る割当ては、日本証券業協会会員であるEJSの斡旋を受けて、割当予定先に対し

て行われるものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」（自主規制

規則）の適用を受けて募集が行われるものです。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

割当予定先であるEVO FUNDは、純投資を目的としており、本新株予約権の行使により取得する当社普通

株式を原則として長期間保有する意思を有しておらず、出資者に対する運用責任を遂行する立場から、保

有先の株価推移により適宜判断の上、本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式に

つきましては、基本的にマーケットへの影響を勘案しながら市場内で売却するものの、ブロックトレード

相手が見つかった場合には市場外で直接売却していく方針である旨を口頭にて確認しております。 

また、本買取契約に基づき、本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要します。割当

予定先から本新株予約権の全部又は一部について、譲渡したい旨の申し入れがあった場合、当社は譲渡先

の実態、本新株予約権の行使に係る払込原資の確認、本新株予約権の行使により取得する株式の保有方針

を確認した上で、譲渡先として適当であると判断した場合に、当社取締役会で承認するものとし、承認が

行われた場合には、その旨を開示いたします。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先である EVO FUND の保有財産の裏付けとなる複数のプライム・ブローカーの 2023 年３月 31 日

時点及び2023年４月 28時点における現金・有価証券等の資産から借入れ等の負債を控除した純資産の残高

報告書を確認しており、本新株予約権の割当日において本新株予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込

み及び本新株予約権の行使に要する資金は充分であると判断しております。 

なお、本新株予約権の行使にあたっては、割当予定先は、基本的に新株予約権の行使を行い、行使により

取得した株式を売却することにより資金を回収するという行為を繰り返して行うことが予定されているため、

一時に大量の資金が必要になることはないことから、割当予定先は本新株予約権の行使にあたっても十分な

資金を有していると判断しております。 

また、割当予定先は、現在、当社以外にも複数社の新株予約権を引き受けているものの、上述のとおり、

行使及び売却を繰り返して行うことが予定されているため、一時点において必要となる資金は多額ではなく、

それらを合算した金額を割当予定先の純資産残高から控除した上でなお、本新株予約権の払込金額（発行価

額）の総額の払込み及び本新株予約権の行使に要する資金としては充分であると判断しております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

該当事項はありません。 

 

８．大株主及び持株比率 

募集前（2023年５月12日現在） 

合同会社Ａ・Ｇ・Ｓ 16.76% 

木村勇也 14.27% 

木村春樹 12.03% 

アクセスグループ社員持株会 6.27% 

木村純子 4.09% 

山崎淳矢 1.89% 

株式会社ＳＢＩ証券 1.80% 

株式会社一や 1.22% 

ａｕカブコム証券株式会社 0.97% 



13 
 

ＧＭＯクリック証券株式会社 0.97% 

（注）１．割当予定先は本新株予約権の行使により取得する当社株式を原則として長期間保有する意思を有し

ていないため、募集後の大株主及び持ち株比率は省略しております。 

２．持ち株比率は、2023 年３月 31 日時点の株主名簿をもとに 2023 年５月 12 日までに当社が確認した

大量保有報告書を反映し記載しております。 

３．持ち株比率は、小数点第３位を四捨五入しております。 

４．今回の割当予定先以外の株主（2023 年５月 12 日までに当社が大量保有報告書により確認したもの

を除く。）の所有議決権数の割合については、2023 年３月 31 日より保有株式数に変更がないとの

前提で計算したものであります。 

 

９．今後の見通し 

本第三者割当による 2024 年３月期連結業績に与える影響は軽微でありますが、開示の必要が生じた場合

には速やかに公表いたします。 

 

10．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと

（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるもので

はないこと）ことから、東京証券取引所の定める上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び

株主の意思確認手続きは要しません。 

 

11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 2020年９月期 2021年９月期 2022年９月期 

連 結 売 上 高 3,789百万円 3,283百万円 3,683百万円 

連 結 営 業 利 益 △171百万円 △226百万円 54百万円 

連 結 経 常 利 益 △189百万円 △246百万円 38百万円 

連 結 当 期 純 利 益 △310百万円 △429百万円 11百万円 

１株当たり連結当期純利益 △258.79円 △358.09円 ９.18円 

１ 株 当 た り 配 当 金 ０円 ０円 ０円 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 716.36円 361.20円 374.08円 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2023年５月12日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 1,219,800株 100.00％ 

現時点の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
０株 ０％ 

下限値の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
― ― 

上限値の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
― ― 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2020年９月期 2021年９月期 2022年９月期 

始   値 987円 872円 927円 

高   値 1,430円 1,910円 1,470円 

安   値 511円 750円 755円 
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終   値 887円 916円 787円 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2022年 

12月 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

始   値 731円 654円 709円 724円 940円 864円 

高   値 732円 750円 748円 1,368円 969円 1,079円 

安   値 610円 654円 691円 675円 841円 860円 

終   値 670円 708円 730円 926円 864円 1,004円 

（注） 2023年５月の状況につきましては、2023年５月12日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2023年５月12日 

始   値 1,015 円 

高   値 1,079円 

安   値 1,002円 

終   値 1,004円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 
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12．発行要項 

株式会社アクセスグループ・ホールディングス 

第１回新株予約権発行要項 

１． 新株予約権の名称 株式会社アクセスグループ・ホールディングス第１回新

株予約権（以下、「本新株予約権」という｡） 

２． 本新株予約権の払込金額の総額 金1,035,200円（本新株予約権１個あたり1,294円） 

３． 申込期日 2023年５月31日 

４． 割当日及び払込期日 2023年５月31日 

５． 募集の方法 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を EVO 

FUNDに割当てる。 

６． 新株予約権の目的である株式の種類及び数の算出方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

(2) 本新株予約権の目的である株式の総数は80,000株（本新株予約権１個あたり100株（以下、

「割当株式数」という。））とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、

これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議によ

り、合理的な範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。 

７． 本新株予約権の総数 800個 

８． 各本新株予約権の払込金額 金1,294円 

９． 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する。）に割

当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨

てる。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付（当社普通株式を新たに発行し、又は当

社の保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。）する場合における株式１株あ

たりの出資される財産の価額(以下、「行使価額」という。) は、当初、1,100 円とする（以

下、「当初行使価額」という。）。 

10． 行使価額の修正 

当社は、2023 年 12 月１日及び 2024 年６月４日において、当社取締役会の決議により行使価額の修

正を行うことができる（以下、かかる取締役会決議がなされた日を「修正決議日」という。）。本項

に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権を有する者（以下、

「本新株予約権者」という。）に通知するものとし、当該通知が行われた日の１取引日（株式会社

東京証券取引所（以下、「取引所」という。）において売買立会が行われる日をいう。以下同じ。）

後の日に、行使価額は、修正決議日の直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値

（気配表示を含む。）の 90%に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、

下限行使価額を（以下に定義する。）を下回る場合、下限行使価額とする。）に修正される。「下限

行使価額」は当初502円とするが、第11項の規定を準用して調整される。なお、金融商品取引法第

166 条第２項に定める当社の業務等に関する重要事実であって同条第４項に従って公表されていな

いものが存在する場合には、当社はかかる決議を行うことができない。 

11． 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付

され、発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式（以下、「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 
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調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場

合（但し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交

付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債そ

の他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。）、調整後行使価額は、払込期

日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下

同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これ

を適用する。 

② 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式

分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受け

る権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当につい

て普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除

く。）に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞ

れこれを適用する。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価

額をもって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合

を含む）又は本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請

求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利（但し、第２回

新株予約権及び第３回新株予約権を除く。）を発行する場合（無償割当ての場合を含

む。）、調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権

付社債その他の証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は行使されて

当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、

払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生

日）の翌日以降これを適用する。但しその権利の割当のための基準日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社

普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券

又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後行使価額は、当該対価の確定時

点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証

券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付

されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した

日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額ともって当社

普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各

取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条

件としているときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認が

あった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該取

引の承認があった日までに本新株予約権を行使した本新株予約権を有する新株予約権者

（以下、「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付

数を決定するものとする。 

株式数 ＝ 
  調整前行使価額により当該期間

内に （調整前行使価額－調整後行使価額）× 
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  交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切捨て、現金による調整は行わない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要と

する事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代え

て、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

(4)  行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。 

① １円未満の端数を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、本項第(２)号⑤

の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平

均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日が

ない場合は、調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項

第(２)号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当

社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 本項第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親

会社とする株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価

額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

(6) 本項第(２)号の規定にかかわらず、本項第(２)号に基づく調整後の行使価額を初めて適用す

る日が第10項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整を行う。 

(7) 第10項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あら

かじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前行使価額、修正又は調整後行使価

額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知す

る。但し、本項第(２)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができ

ないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

12． 本新株予約権の行使期間 

2023 年６月１日（当日を含む。）から 2025 年６月２日（当日を含む。）までとする。なお、第 14 項

に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合においても、本新株予約権者は、当該

取得の効力が生ずる日の前取引日までの間において、取得の対象となる本新株予約権を行使するこ

とができる。 

13． その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14． 新株予約権の取得事由 

2025年６月２日において行使されていない本新株予約権が残存している場合には、本新株予約権者

は、発行会社に対して同日中に書面により通知することにより、本新株予約権１個当たり 1,294 円

の価額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じたときはこれを四捨五入す

る。）で、当該日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得するよう請求することができる。 

15． 新株予約権証券の発行 
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当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

16． 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果

１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増

加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

17． 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、第 12 項に定める行使期間中に第 19 項記載の行

使請求受付場所に行使請求に必要な事項を通知しなければならない。 

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第 20 項に定める払込

取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項

が全て通知され、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額（行使

請求に必要な事項の通知と同日付で第 10 項に定める行使価額の修正が行われる場合には、当

該修正後の行使価額に基づき算定される金額とする。）が前号に定める口座に入金された日に

発生する。 

18． 株券の交付方法 

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関におけ

る振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

19． 行使請求受付場所 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

20． 払込取扱場所 りそな銀行 市ヶ谷支店 

21． 新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権及び本新株予約権に係る買取契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８

項記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は第９項記載のと

おりとする。 

22． 社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部につい

て同法の規定の適用を受けるものとする。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券

保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従うものとす

る。 

23. 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7 番 1 号 

24． その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、

当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する 
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株式会社アクセスグループ・ホールディングス 

第２回新株予約権発行要項 

１． 新株予約権の名称 株式会社アクセスグループ・ホールディングス第２回新

株予約権（以下、「本新株予約権」という｡） 

２． 本新株予約権の払込金額の総額 金511,200円（本新株予約権１個あたり852円） 

３． 申込期日 2023年 5月31日 

４． 割当日及び払込期日 2023年 5月31日 

５． 募集の方法 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を EVO 

FUNDに割当てる。 

６． 新株予約権の目的である株式の種類及び数の算出方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

(2) 本新株予約権の目的である株式の総数は60,000株（本新株予約権1個あたり100株（以下、

「割当株式数」という。））とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、

これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議によ

り、合理的な範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。 

７． 本新株予約権の総数 600個 

８． 各本新株予約権の払込金額 金852円 

９． 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する。）に割

当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨

てる。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付（当社普通株式を新たに発行し、又は当

社の保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。）する場合における株式１株あ

たりの出資される財産の価額(以下、「行使価額」という。) は、当初、1,200 円とする（以

下、「当初行使価額」という。）。 

10． 行使価額の修正 

行使価額は、2024 年 6 月 4日（以下、「修正日」という。）において、修正日の直前取引日（株式会

社東京証券取引所（以下、「取引所」という。）において売買立会が行われる日をいう。以下同

じ。）の取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の 90%に相当する金額

の1円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額を（以下に定義する。）を下回

る場合、下限行使価額とする。）に修正される。「下限行使価額」は当初502円とするが、第11項の

規定を準用して調整される。 

11． 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付

され、発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式（以下、「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する
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場合（但し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換え

に交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付

社債その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。）、調整後行使価額

は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。 

② 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株

式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を

受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当

について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通

株主を除く。）に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以

降、それぞれこれを適用する。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る

価額をもって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の

場合を含む）又は本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利（但

し、第１回新株予約権及び第３回新株予約権を除く。）を発行する場合（無償割当ての場

合を含む。）、調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新

株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は

行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の

場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。但しその権利の割当のための基準日が

ある場合は、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際

して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後行使価

額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新

株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行

使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額ともって当

社普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、

各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該

承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した本新株予約権を有する新株

予約権者（以下、「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算式に従って当社普通

株式の交付数を決定するものとする。 

株式数 ＝ 

  
調整前行使価額により当該期間

内に 

交付された株式数 

（調整前行使価額－調整後行使価額）× 

  

調整後行使価額 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切捨て、現金による調整は行わない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にと

どまる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要と
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する事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代え

て、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

(4)  行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。 

① 1円未満の端数を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、本項第(２)号⑤

の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平

均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日が

ない場合は、調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項

第(２)号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当

社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 本項第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親

会社とする株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価

額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

(6) 本項第(２)号の規定にかかわらず、本項第(２)号に基づく調整後の行使価額を初めて適用す

る日が第10項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整を行う。 

(7) 第10項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あら

かじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前行使価額、修正又は調整後行使価

額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知す

る。但し、本項第(２)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができ

ないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

12． 本新株予約権の行使期間 

2023 年６月１日（当日を含む。）から 2025 年６月２日（当日を含む。）までとする。なお、第 14 項

に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合においても、本新株予約権者は、当該

取得の効力が生ずる日の前取引日までの間において、取得の対象となる本新株予約権を行使するこ

とができる。 

13． その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14． 新株予約権の取得事由 

（1） 当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（以下、「取得日」という。）を定めた

ときは、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を

当該取得日の２週間前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権１個

当たり 852 円の価額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じたと

きはこれを四捨五入する。）で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得

することができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方

法により行うものとする。なお、金融商品取引法第 166 条第２項に定める当社の業務等に

関する重要事実であって同条第４項にしたがって公表されていないものが存在する場合に

は当社はかかる通知または広告を行うことができない。 

（2） 2025 年６月２日において行使されていない本新株予約権が残存している場合には、本新
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株予約権者は、発行会社に対して同日中に書面により通知することにより、本新株予約権

１個当たり 852 円の価額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じ

たときはこれを四捨五入する。）で、当該日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得

するよう請求することができる。 

15． 新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

16． 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果

１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増

加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

17． 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、第 12 項に定める行使期間中に第 19 項記載の行

使請求受付場所に行使請求に必要な事項を通知しなければならない。 

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第 20 項に定める払込

取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項

が全て通知され、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額（行使

請求に必要な事項の通知と同日付で第 10 項に定める行使価額の修正が行われる場合には、当

該修正後の行使価額に基づき算定される金額とする。）が前号に定める口座に入金された日に

発生する。 

18． 株券の交付方法 

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関におけ

る振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

19． 行使請求受付場所 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

20． 払込取扱場所 りそな銀行 市ヶ谷支店 

21． 新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権及び本新株予約権に係る買取契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８

項記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は第９項記載のと

おりとする。 

22． 社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部につい

て同法の規定の適用を受けるものとする。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券

保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従うものとす

る。 

23. 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7 番 1 号 

24． その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、

当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する 
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株式会社アクセスグループ・ホールディングス 

第３回新株予約権発行要項 

１． 新株予約権の名称 株式会社アクセスグループ・ホールディングス第３回新

株予約権（以下、「本新株予約権」という｡） 

２． 本新株予約権の払込金額の総額 金601,800円（本新株予約権１個あたり1,003円） 

３． 申込期日 2023年５月31日 

４． 割当日及び払込期日 2023年５月31日 

５． 募集の方法 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を EVO 

FUNDに割当てる。 

６． 新株予約権の目的である株式の種類及び数の算出方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

(2) 本新株予約権の目的である株式の総数は60,000株（本新株予約権１個あたり100株（以下、

「割当株式数」という。））とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、

これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議によ

り、合理的な範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。 

７． 本新株予約権の総数 600個 

８． 各本新株予約権の払込金額 金1,003円 

９． 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する。）に割

当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨

てる。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付（当社普通株式を新たに発行し、又は当

社の保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。）する場合における株式１株あ

たりの出資される財産の価額(以下、「行使価額」という。) は、当初、1,400 円とする（以

下、「当初行使価額」という。）。 

10． 行使価額の修正 

行使価額は、2023 年 12 月１日（以下、「修正日」という。）において、修正日の直前取引日（株式

会社東京証券取引所（以下、「取引所」という。）において売買立会が行われる日をいう。以下同

じ。）の取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の 90%に相当する金額

の１円未満の端数を切り上げた額（但し、当該金額が、下限行使価額を（以下に定義する。）を下

回る場合、下限行使価額とする。）に修正される。「下限行使価額」は当初502円とするが、第11項

の規定を準用して調整される。 

11． 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付

され、発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式（以下、「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する
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場合（但し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換え

に交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付

社債その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。）、調整後行使価額

は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。 

② 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株

式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を

受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当

について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通

株主を除く。）に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以

降、それぞれこれを適用する。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る

価額をもって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の

場合を含む）又は本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利（但

し、第１回新株予約権及び第２回新株予約権を除く。）を発行する場合（無償割当ての場

合を含む。）、調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新

株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は

行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の

場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。但しその権利の割当のための基準日が

ある場合は、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際

して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後行使価

額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新

株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行

使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額ともって当

社普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、

各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該

承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した本新株予約権を有する新株

予約権者（以下、「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算式に従って当社普通

株式の交付数を決定するものとする。 

株式数 ＝ 

  
調整前行使価額により当該期間

内に 

交付された株式数 

（調整前行使価額－調整後行使価額）× 

  

調整後行使価額 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切捨て、現金による調整は行わない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要と
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する事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代え

て、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

(4)  行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。 

① １円未満の端数を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、本項第(２)号⑤

の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平

均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日が

ない場合は、調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項

第(２)号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当

社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 本項第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親

会社とする株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価

額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

(6) 本項第(２)号の規定にかかわらず、本項第(２)号に基づく調整後の行使価額を初めて適用す

る日が第10項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整を行う。 

(7) 第10項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あら

かじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前行使価額、修正又は調整後行使価

額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知す

る。但し、本項第(２)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができ

ないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

12． 本新株予約権の行使期間 

2023 年６月１日（当日を含む。）から 2025 年６月２日（当日を含む。）までとする。なお、第 14 項

に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合においても、本新株予約権者は、当該

取得の効力が生ずる日の前取引日までの間において、取得の対象となる本新株予約権を行使するこ

とができる。 

13． その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14． 新株予約権の取得事由 

（1） 当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（以下、「取得日」という。）を定めた

ときは、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を

当該取得日の２週間前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権１個

当たり 1,003 円の価額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じた

ときはこれを四捨五入する。）で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取

得することができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な

方法により行うものとする。なお、金融商品取引法第 166 条第２項に定める当社の業務等

に関する重要事実であって同条第４項にしたがって公表されていないものが存在する場合

には当社はかかる通知または広告を行うことができない。 

（2） 2025 年６月２日において行使されていない本新株予約権が残存している場合には、本新
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株予約権者は、発行会社に対して同日中に書面により通知することにより、本新株予約権

１個当たり 1,003 円の価額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生

じたときはこれを四捨五入する。）で、当該日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取

得するよう請求することができる。 

15． 新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

16． 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果

１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増

加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

17． 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、第 12 項に定める行使期間中に第 19 項記載の行

使請求受付場所に行使請求に必要な事項を通知しなければならない。 

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第 20 項に定める払込

取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項

が全て通知され、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額（行使

請求に必要な事項の通知と同日付で第 10 項に定める行使価額の修正が行われる場合には、当

該修正後の行使価額に基づき算定される金額とする。）が前号に定める口座に入金された日に

発生する。 

18． 株券の交付方法 

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関におけ

る振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

19． 行使請求受付場所 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

20． 払込取扱場所 りそな銀行 市ヶ谷支店 

21． 新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権及び本新株予約権に係る買取契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８

項記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は第９項記載のと

おりとする。 

22． 社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部につい

て同法の規定の適用を受けるものとする。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券

保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従うものとす

る。 

23. 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7 番 1 号 

24． その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、

当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する 

 


